
令和６年度
第１回近畿地方整備局 総合評価委員会

近畿地方整備局
令和６年６月２０日

近畿地方整備局

【公開用】



令和５年度 総合評価落札方式による
実施結果について

近畿地方整備局
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本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官

一般土木工事 13 7 78 177 275

AS舗装 5 34 39

鋼橋上部 13 9 4 3 29

造園 10 37 47

建築工事 1 2 9 12

電気設備工事 2 11 12 25

暖冷房衛生設備工事 7 7

セメント・コンクリート舗装工事 8 8

プレストレスト・コンクリート工事 14 2 6 1 23

法面処理工事 1 9 8 18

塗装 2 9 11

維持修繕 20 127 147

しゅんせつ工事 3 3

グラウト工事 0

機械設備工事 1 2 33 2 38

通信設備 1 3 44 5 53

受変電設備工事 1 11 12

橋梁補修工事 2 5 32 39

　小計 43 0 28 228 2 485 786

港湾土木 7 6 6 19

港湾等しゅんせつ 2 2 1 5

港湾等鋼構造物工事 0

空港等土木 1 1 1 3

空港等舗装 1 2 3

建築工事 1 1

通信設備工事 2 2 4

　小計 10 0 12 11 0 2 35

53 0 40 239 2 487

工事種別

技術提案評価型
（SⅠ型・SⅡ型・SⅢ型）

施工能力評価型

合計Ⅰ型 Ⅱ型

合計

821(796)53(49) 279(239) 489(508)

令和５年度近畿地方整備局 総合評価実施状況
工事種別、評価方式別契約済み工事件数 ( )書きはR4年度

近畿地方整備局
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総合評価方式（契約方式） R4(件数) R5(件数)

技術提案評価型（ＳⅠ型・WTO） 8 1

技術提案評価型（ＳⅡ型・WTO） 27 41

技術提案評価型（ＳⅢ型） - 1

施工能力評価型（Ⅰ型） 31 28

施工能力評価型（Ⅱ型） 2 2

68 73

8 件
12%

27 件
40%

31 件
45%

2 件
3%

1 件
2%

41 件
56%

1 件
1%

28 件
38%

2 件
3%

港湾空港関係除く

技術提案評価型（ＳⅠ型・WTO）

技術提案評価型（ＳⅡ型・WTO）

技術提案評価型（ＳⅢ型）

施工能力評価型（Ⅰ型）

施工能力評価型（Ⅱ型）
8 件
33%

1 件
4%

5 件
21%

10 件
42%

7 件
32%

0 件
0%3 件

14%

12 件
54%

港湾空港関係

技術提案評価型（S型・WTO）

技術提案評価型（SⅠ型）

技術提案評価型（SⅡ型）

施工能力評価型（Ⅰ型）

総合評価方式（契約方式） R4(件数) R5(件数)

技術提案評価型（S型・WTO） 8 7

技術提案評価型（SⅠ型） 1 0

技術提案評価型（SⅡ型） 5 3

施工能力評価型（Ⅰ型） 10 12

施工能力評価型（Ⅱ型） 0 0

24 22

令和５年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和４・５年度総合評価方式別工事件数（本官工事）

R5 R5 

R4 R4

近畿地方整備局
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令和５年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和４・５年度 工種別の平均応札者数（本官工事）

（者）（者）

R4全体平均応札者数（6.5者）

R5全体平均応札者数（7.7者）

※入札無効除く

（港湾空港関係除く）

R4全体平均応札者数（4者）

R5全体平均応札者数（4者）

（港湾空港関係）

近畿地方整備局
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近畿地方整備局
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112.2%

R4年度（港湾空港関係除く）

（95.2％）

（93.3％）

令和５年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和４・５年度 工種別の応札率、落札率（本官工事） ※入札無効除く

R5年度（港湾空港関係除く）

（95.2％）

（93.0％）
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近畿地方整備局
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令和５年度近畿地方整備局 総合評価実施状況

令和４・５年度 工種別の応札率、落札率（本官工事）

R4年度（港湾空港部）

※入札無効除く

R5年度（港湾空港部）

（93.9％）

（91.7％）

（93.9％）

（92.3％）
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近畿地方整備局
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不調不落の発生状況（R6.3月末時点）

■令和5年度 月別の不調不落発生状況
（港湾空港関係除く）

■令和4年度 月別の不調不落発生状況
（港湾空港関係除く）

○不調不落対策として、発注ロットの拡大や社会条件の厳しい工事のインセンティブ、不調随契等を実施した。
○R5年度は前年度と比較して不調不落の発生率が0.8%減少し4.7%となった。引き続き不調不落対策を継続して実施する。

R5年度平均発生率 4.7％R4年度平均発生率 5.5％
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令和5年度発注業務の実施結果について

・近畿地方整備局管内 業務関係実施状況

・プロポーザル方式

・総合評価落札方式
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令和5年度　近畿地方整備局管内　業務関係実施状況

【港湾空港関係除く】
・業務種別、契約方式別契約済み業務件数

本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官
土木関係建設コンサルタント業務 0 2 23 247 0 2 0 1 8 262 8 338 0 2 0 15 39 869
測量 0 0 0 1 0 0 0 0 0 49 0 21 0 0 0 19 0 90
地質調査業務 0 0 0 5 0 0 0 0 0 54 0 0 0 0 0 4 0 63
補償コンサルタント業務 0 0 0 0 0 0 0 0 2 72 0 1 0 0 0 11 2 84
建築関係建設コンサルタント業務 2 0 1 1 0 0 0 0 2 0 0 0 0 0 11 19 16 20

2 2 24 254 0 2 0 1 12 437 8 360 0 2 11 68 57 1,126
(4) (4) (25) (253) (0) (3) (0) (2) (15) (407) (6) (346) (0) (0) (14) (93) (64) (1108)

【港湾空港関係】
・業務種別、契約方式別契約済み業務件数

本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官 本官 分任官
建設コンサルタント等業務 0 0 9 21 1 2 3 23 8 1 21 47
測量・調査業務 0 0 0 0 0 0 0 35 0 0 0 35

0 0 9 21 0 0 1 2 3 58 8 1 0 0 0 0 21 82
(1) (0) (7) (26) (0) （0） （3） （0） （0） （57） （9） （0） （0） （0） （0） （0） (26) (89)

通常指名
競争入札

総計
業務種別

公募型
プロポーザル

方式

簡易公募型
プロポーザル

方式

標準
プロポーザル

公募型競争入札
（総合評価
落札方式）

総計
下段：（）内は令和4年度実績

総計
下段：（）内は令和4年度実績

業務種別

公募型
プロポーザル

方式

簡易公募型
プロポーザル

方式

標準
プロポーザル

公募型競争入札
（総合評価
落札方式）

簡易公募型
競争入札
（総合評価
落札方式）

一般競争
（総合評価）

簡易公募型
競争入札
（価格競争）

通常指名
競争入札

総計

簡易公募型
競争入札
（総合評価
落札方式）

一般競争
（総合評価）

簡易公募型
競争入札
（価格競争）
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通常指名競争入札

39%

0%24%

9%

22%
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19%
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簡易公募型プロポーザル方

式
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公募型競争入札

（総合評価落札方式）
簡易公募型競争入札

（総合評価落札方式）
一般競争

（総合評価落札方式）
簡易公募型競争入札

（価格競争）
通常指名競争入札

R4

R5

■令和4年度、令和5年度業務件数（本官業務）

（港湾空港関係除く） （港湾空港関係）

R4

入札方式

R4d R5d
公募型プロポーザル方式 4 2

簡易公募型プロポーザル方式 25 24
標準プロポーザル方式 0 0

公募型競争入札
（総合評価落札方式） 0 0
簡易公募型競争入札
（総合評価落札方式） 15 12

一般競争
（総合評価落札方式） 6 8
簡易公募型競争入札

（価格競争） 0 0
通常指名競争入札 14 11

合計 64 57

件数 入札方式

R4d R5d
公募型プロポーザル方式 1 0

簡易公募型プロポーザル方式 7 9
標準プロポーザル方式 0 0

公募型競争入札
（総合評価落札方式） 3 1
簡易公募型競争入札
（総合評価落札方式） 2 3

一般競争
（総合評価落札方式） 9 8
簡易公募型競争入札

（価格競争） 0 0
通常指名競争入札 0 0

合計 22 21

件数
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建設業をとりまく最近の話題
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近畿地方整備局建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和２年度（2020年度）まで実績、令和３年度（2021年度）・令和４年度（2022年度）は見込み、令和５年度（2023年度）は見通し
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、
その後、増加に転じ、令和５年度は約70兆円となる見通し（ピーク時から約16％減）。

○ 建設業者数（令和４年度末）は約47万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約21％減。
○ 建設業就業者数（令和５年平均）は483万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

就業者数
ピーク時比
▲29.5%

483万人
（令和５年平均）

475千業者
（令和４年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲21.0%

70.3兆円
（令和５年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲16.2％

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者
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近畿地方整備局建設業就業者の現状

＜就業者数ピーク＞ ＜建設投資ボトム＞ ＜最新＞

○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 483万人（R5）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 38万人（R5）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  304万人（R5）

○ 建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.6%と 高
齢化が進行し 、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和４年と 比較し て

55歳以上が5万人増加（29歳以下は増減なし ）。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）

(万人）

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

8.5%

9.0%

9.5%

10.0%

10.5%

11.0%

0
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600

700

H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4

建設業従事者数と 全産業に占める割合の推移

技能者 技術者 管理的職業、事務従事者 その他 全産業に占める

建設業従事者の割合

685

504

31

455 331

10.4

8.0

41

R5

483

38

304

7.2

31.9 

36.6

16.7 

11.6 

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

19.0

21.0

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

35.0

37.0

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9H10H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30R1 R2 R3 R4 R5

全産業（５５歳以上）

建設業（５５歳以上）

全産業（２９歳以下）

建設業（２９歳以下）

建設業：３割以上が５５歳以上

全産業（５５歳以上）

建設業：２９歳以下は１割

全産業（２９歳以下）

（％）
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近畿地方整備局建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

背景 方向性

担い手の確保が困難

2024年
４月から

H9 R4

685万人
479万人

10%
7%

建設業就業者

賃金

494万円/年
417万円/年(▲15.6%)

労働時間

1,954時間/年
2,022時間/年(＋3.5%)

契約変更
なし
43%一部

契約変更
38%

全て
契約変更

19%

N=1333(未定を除く)

就労状況の改善 → 担い手の確保

「地域の守り手」として持続可能な建設業へ

【「新４K」の実現】
給与がよい
休日がとれる
希望がもてる
＋ カッコイイ

○ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長い

○ 資材高騰分の適切な転嫁が進まず、労務費を圧迫

○ 時間外労働の罰則付き上限規制が適用開始

資材価格高騰分の転嫁状況

出典：一般財団法人建設物価調査会「建設資材物価指数」

100.0

110.0

120.0

130.0

140.0

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年※

資材費の高騰（指数）

※１～10月の平均

全就労者に
占めるシェア

出典： 総務省「労働力調査」を
基に国土交通省算出

出典： 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

出典： 国土交通省「適正な工期設定等による働き方
改革の推進に関する調査」（令和４年度）

建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけ

るよう、時間外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、
働き方改革、生産性向上に総合的に取り組む。

処遇改善

労務費への
しわ寄せ防止

働き方改革・
生産性向上

… 労働時間の適正化
… 現場管理の効率化

… 資材高騰分の転嫁

… 賃金の引上げ
建設業※

全産業
出典： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）

建設業就業者

※賃金は「生産労働者」の値
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近畿地方整備局建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

（１）建設業者の責務、取組状況の調査

（２）労務費（賃金原資）の確保と行き渡り

（３）不当に低い請負代金の禁止

○ 労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

○ 総価での原価割れ契約を受注者にも禁止
（現行） 注文者は、地位を利用して、原価割れ契約をしてはならない。

○ 中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○ 著しく低い労務費等※による見積り提出（受注者）や見積り変更依頼
（注文者）を禁止 ※ 施工に通常必要な労務費等を著しく下回るもの

違反して契約した発注者には、国土交通大臣等が勧告･公表
（違反して契約した建設業者(注文者･受注者とも)には、現規定により、指導･監督）

労務費確保のイメージ

国は、建設業者の取組状況を調査･公表、
中央建設業審議会に報告

（処遇改善の施策）

Ｐ

DC

A

PDCA

【国】
取組状況を調査･公表

【国】
中央建設業審議会への報告

（施策の見直し）

【建設業者】
処遇確保に努力

賃金

２次下請の
技能労働者

自社
経費

労務費

著しく
下回る
見積り･
契約を
禁止

労務費

下請
経費

自社
経費

著しく
下回る
見積り･
契約を
禁止

労務費

「
標
準
労
務
費
」

中
央
建
設
業
審
議
会
が
勧
告

下請
経費

自社
経費

材料費

元請

１次下請

２次下請

注
文
者

受
注
者

見積り変更依頼

見積り提出

著しく低い労務費
は禁止

１．処遇改善
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近畿地方整備局建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

契約前のルール

○ 資材高騰に伴う請負代金等の「変更方法」を
契約書の法定記載事項として明確化

○ 受注者は、資材高騰の「おそれ情報」を
注文者に通知する義務

なし

あり

契約変更条項

41
％ 59

％

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による

働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契約後のルール

資材高騰等が顕在化したとき

○ 契約前の通知をした受注者は、注文者に請負代金等
の変更を協議できる。

受注者注文者

「変更方法」に従って
請負代金変更の協議

誠実な協議に努力

期待される効果

資材高騰分の転嫁協議が円滑化、労務費へのしわ寄せ防止

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※
※ 公共発注者は､協議に応ずる義務

契約書
第○条 請負代金の変更方法
・ 材料価格に著しい変動を生じたと
きは、受注者は、請負代金額の変更
を請求できる。

・ 変更額は、協議して定める。

受注者

「資材高騰のおそれあり」

注文者

２．資材高騰に伴う労務費のしわ寄せ防止
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近畿地方整備局建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律

（２）生産性向上（１）働き方改革
① 工期ダンピング※対策を強化

※ 通常必要な工期よりも著しく短い工期による契約

中央建設業審議会が「工期の基準」を作成･勧告

○ 新たに受注者にも禁止
（現行）注文者は､工期ダンピングを禁止

② 工期変更の協議円滑化

○ 受注者は、資材の入手困難等の「おそれ情報」
を注文者に通知する義務

（注）不可抗力に伴う工期変更は、契約書の法定記載事項（現行）

○ 上記通知をした受注者は、注文者に工期の
変更を協議できる。

注文者は、誠実に協議に応ずる努力義務※

※ 公共発注者は、協議に応ずる義務

(参考) 工期不足の場合の対応

１位 作業員の増員 25％
２位 休日出勤 24％
３位 早出や残業 17％

違反した建設業者には、指導･監督

４割超

① 現場技術者の専任義務の合理化

② ICTを活用した現場管理の効率化

○ 国が現場管理の「指針」を作成

○ 公共発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化
（ICT活用で確認できれば提出は不要に）

特定建設業者※や公共工事受注者に対し、
効率的な現場管理を努力義務化
※多くの下請け業者を使う建設業者

3,500万
4,000万

政令の額

（従前）

専任不要

専任

（請負額）

（R5.1 引上げ済）

（条件を満たす場合）
兼任可

 営業所専任技術者の
兼任不可

（注）請負額の基準額は、建築一式工事にあっては２倍の額

（改正案）

専任不要

 営業所専任技術者の
兼任可

専任

【主な条件】
・兼任する現場間移動が容易
・ICTを活用し遠隔からの
現場確認が可能

・兼任する現場数は一定以下

＜例＞遠隔施工管理

設計図・
現場写真発注者

（請負額）

元請業者

下請業者

＜例＞ 元下間のデータ共有

（出典）国土交通省「適正な工期設定等による働き方改革の推進に関する調査」（令和４年度）

契
約
前

契
約
後

３．働き方改革と生産性向上
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近畿地方整備局WLB等推進企業を評価する取組の拡大について

本官工事において以下の工事種別が対象
 一般土木工事A等級・B等級
 建築工事A等級・B等級
 技術提案・交渉方式における優先交渉権者との業務契約

※なお、B＋C等級により発注される工事は対象外とする

 「WLB等関連認定制度」による加点項目を追加（1点）
 認定等の確認方法は、様式によりWLB等の推進に関する指標の適合状況を提出し、認定通知書の写し又は
行動計画届出書（都道府県労働局の受領印付）の写しより確認。なお、外国法人については、内閣府によ
る認定等相当確認通知書の写しにより確認。

対象工事

総合評価

次に掲げるいずれかの認定を受けていること（配点１点）
■女性活躍推進法に基づく認定等
・プラチナえるぼし
・えるぼし認定企業等
■次世代法に基づく認定
・プラチナくるみん認定
・くるみん認定（令和4年4月1日以降の基準）
・くるみん認定（平成29 年4月1日～令和4年3月31 日までの基準）
・トライくるみん認定
・くるみん認定（平成29 年3月31 日までの基準）
■若者雇用促進法に基づく認定
・ユースエール認定企業

WLB等推進企業認定における評価基準

 ワーク・ライフ・バランス等推進企業認定を受けた企業を加点評価する取組については、令
和６年１月１日以降公告する工事から、一般土木工事Ａ等級・Ｂ等級及び建築工事Ａ等級・
Ｂ等級の工事並びに技術提案・交渉方式における優先交渉権者との業務契約の発注に拡大し
て実施中。

以下は、令和6年1月1日以降公告より適用済みの内容。
今後、対象工事を一般土木C等級工事等に順次拡大する予定。
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近畿地方整備局【参考】えるぼし認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000594317.pdf 20



近畿地方整備局【参考】えるぼし認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）
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近畿地方整備局【参考】えるぼし認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）
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近畿地方整備局

12

参考】くるみん認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/jisedai.pdf 23



近畿地方整備局

13

参考】ユースエール認定制度（厚生労働省WEBサイトから抜粋）

https://www.mhlw.go.jp/content/11800000/001243906.pdf 24



近畿地方整備局【工事】総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 実施状況

〇令和４年４月以降の契約案件を対象に「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する
加点措置」を開始。令和５年度は、７８７件の工事で実施。

〇競争参加企業７７３社のうち５２１社（約６７%）、が賃上げを表明している。

件数・社数
工事件数 787件

うち、賃上げ表明者が落札した件数 696件（約88％）

競争参加企業数 773社

うち、賃上げ表明企業数 521社（約67%）

25



近畿地方整備局【工種別評価】競争参加企業に占める賃上げ表明率

●令和５年度契約工事の賃上げ表明の状況について
〇全工種平均 約６７%の賃上げ表明率に対し、

・表明率の高い工種 ：  一般土木（８２%）、アスファルト舗装(85%)、鋼橋上部(79%)
・表明率の低い工種 ： 電気設備（３５％）、通信設備(４４%) 、建築（43%）、

〇公共需要の占める割合が高いと想定される工種は総じて表明率が高い(平均約７５％)
〇比較的民間需要の割合が高いと想定される工種は、表明率が低い傾向（平均約４６％）

●令和４年度契約工事と比較すると、民間事業が主体な工種での賃上げ表明率が上昇した。

82%

91% 93%

68%
63%

35%
40% 40%

36%

13%
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61%
67%
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造
園
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築

工種別 賃上げ表明率（企業数）

R4年度 R5年度

R5全工種
平均 6７%
（R4平均６６％）

（公共事業が主体な工種）R5平均 75%
（R4平均80％）

（民間事業が主体な工種）R5平均 46%
（R4平均40％）
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近畿地方整備局【業務】総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 実施状況

〇令和４年４月以降の契約案件を対象に「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する
加点措置」を開始。令和５年度には866件の業務で実施。

〇競争参加企業296社のうち277社（94%）、が賃上げを表明している。

件数・者数
業務件数 866件

うち、賃上げ表明者が落札した件数 839件（約97％）

競争参加企業数 296社

うち、賃上げ表明企業数 277社（約94%）
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近畿地方整備局【業種別評価】競争参加企業に占める賃上げ表明率

○令和５年度は、いずれの業種においても９割超の企業が賃上げを表明して競争参加している。
○令和４年度には表明率の低かった測量業務においても大幅に表明率が上昇。

R5全業種
平均 94%
（R4平均73％）

28



近畿地方整備局能登半島地震を受けた賃上げ加点措置の運用

○能登半島地震を受け、賃上げ加点措置の運用について２つの事務連絡を発出。

○令和６年能登半島地震で災害救助法の適用対象となる市町村に主たる事業所が所在する企業が、令和６年１月１日までに加点を受け
ている場合、賃上げ水準が未達成であっても、減点措置は課さないこととした。近畿地整管内では福井県の福井市、坂井市及びあわら
市が該当。

○令和６年能登半島地震の被災地の被災状況及び復旧状況に照らし、企業間の公平・公正な競争実施の観点から新潟県、富山県、石川
県及び福井県における調達については、総合評価落札方式の評価項目に賃上げに関する項目を設けなくてもよいこととされた。
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近畿地方整備局能登半島地震を受けた賃上げ加点措置の運用
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近畿地方整備局ICT施工は次の段階へ（ ICT施工stageⅡ ）
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近畿地方整備局i-Construction 2.0 ～建設現場のオートメーション化による生産性向上～

32



近畿地方整備局i-Constructionの更なる推進への取り組み
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